






















































































昭和42年 4 月	 琉球大学	法文学部	商学科入学
昭和46年 3 月	 琉球大学	法文学部	商学科卒業	［商学士］
昭和48年 4 月	 横浜国立大学大学院	経営学研究科	経営学専攻	修士課程入学
昭和50年 3 月	 横浜国立大学大学院	経営学研究科	経営学専攻	修士課程修了	［経営学修士］
職　　歴	
昭和50年 4 月	 財団法人沖縄経済開発研究所	研究員	（昭和53年3月まで）
昭和50年10月	 琉球大学	短期大学部	非常勤講師	（昭和60年3月まで）
昭和53年 4 月	 財団法人沖縄経済開発研究所	上級研究員	（昭和54年3月まで）
昭和53年10月	 沖縄大学	法経学部経済学科	非常勤講師	（昭和54年3月まで）
昭和54年 4 月	 沖縄大学	法経学部経済学科	専任講師	（昭和57年3月まで）
昭和57年 4 月	 沖縄大学	法経学部経済学科	助教授	（昭和63年3月まで）
昭和60年 4 月	 米国イリノイ大学・国際会計教育研究所、客員研究員	アメリカ研究留学	（昭
和61年8月まで）
昭和61年10月	 沖縄キリスト教短期大学	英語科	非常勤講師	（昭和62年3月まで）
昭和62年 4 月	 沖縄大学	教務部長	（平成元年3月まで）
昭和63年 4 月	 沖縄大学	法経学部経済学科	教授	（平成2年3月まで）
平成元年 4 月	 沖縄国際大学	短期大学部商学科	非常勤講師	（平成2年3月まで）
平成 2 年 4 月	 神奈川大学	経営学部	国際経営学科	助教授	（平成3年3月まで）
iv　 国際経営論集　No.59　2020
平成 2 年10月	 東海大学	政治経済学部	非常勤講師	（平成6年9月まで）
平成 3 年 4 月	 神奈川大学	経営学部	国際経営学科	教授	（現在に至る）
平成 3 年 4 月	 神奈川大学	教務部委員会委員	（平成5年3月まで）
平成 3 年 4 月	 横浜国立大学	経営学部	非常勤講師	（平成13年3月まで）
平成 3 年 4 月	 湘北短期大学	商業科	非常勤講師	（平成8年3月まで）
平成 5 年 4 月	 神奈川大学大学院	経営学研究科	（兼担）教授	（現在に至る）
平成 7 年 4 月	 神奈川大学	教職課程委員会委員	（平成9年3月まで）
平成 8 年 4 月	 神奈川大学	「学問への誘い」編集専門委員会委員	（平成10年3月まで）
平成 9 年 4 月	 神奈川大学	教務部副部長	（平成10年3月まで）
平成 9 年 4 月	 神奈川大学	教務部委員会委員	（平成10年3月まで）
平成 9 年10月	 神奈川大学	評議会評議員	（平成10年3月まで）
平成10年 4 月	 神奈川大学	大学院委員会委員	（平成11年3月まで）
平成11年 4 月	 神奈川大学	国際経営研究所長	（平成13年3月まで）
平成13年 4 月	 横浜国立大学大学院	神奈川大学国内研究員	（平成14年3月まで）
平成14年 4 月	 神奈川大学	自己点検・評価全学委員会委員	（平成16年3月まで）
平成14年 9 月	 神奈川大学	法人評議員	（平成17年9月まで）
平成15年 4 月	 神奈川大学	国際経営研究所長	（平成17年3月まで）
平成16年 4 月	 神奈川大学	自己点検・評価全学委員会委員	（平成19年3月まで）
平成16年 4 月	 神奈川大学	自己点検・評価全学委員会副委員長	（平成19年3月まで）
平成17年 4 月	 神奈川大学	国際経営研究所長	（平成19年3月まで）
平成17年 4 月	 神奈川大学大学院	経営学研究科委員長	（平成19年3月まで）
平成19年 4 月	 神奈川大学	経営学部長	（平成21年3月まで）
平成19年 4 月	 神奈川大学	国際経営学会	学会長	（平成23年3月まで）
平成19年 4 月	 神奈川大学	法人評議員	（平成25年3月まで）
平成21年 4 月	 神奈川大学	経営学部長	（平成23年3月まで）
平成23年 9 月	 神奈川大学	法人本部	評議員	（平成26年9月まで）
平成26年 4 月	 神奈川大学	広報委員会委員	（平成28年3月まで）
平成26年 4 月	 神奈川大学	自己点検・評価全学委員会委員	（平成30年3月まで）










昭和50年 4 月	 財団法人沖縄経済開発研究所在任	研究員→上級研究員	（昭和54年3月まで）
昭和54年12月	 沖縄経営研究学会	（国内学会）会員	（平成10年3月まで）
定年退職教授の略歴および業績一覧 　v
昭和55年 7 月	 沖縄県公衆浴場入浴料金審議会	委員・副会長	（昭和57年6月まで）
昭和56年 5 月	 日本会計研究学会	（国内学会）会員	（現在に至る）
昭和57年 3 月	 科学研究費補助金	600,000円「奨励研究」	戦後沖縄における企業会計関連諸
法規の研究	（研究代表者）	（昭和59年3月まで）
昭和58年 4 月	 沖縄経営研究学会	（国内学会）常任幹事・理事（平成10年3月まで）
昭和59年 4 月	 科学研究費補助金	800,000円	「奨励研究」人的資源会計の理論的・実践的研
究	（研究代表者）	（昭和60年3月まで）
昭和61年 7 月	 アメリカ会計学会	（AAA）	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成元年 9 月	 国際会計研究学会	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成 2 年 3 月	 沖縄大学地域研究所	特別研究員	（現在に至る）
平成 2 年10月	 日本簿記学会	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成 3 年 4 月	 神奈川大学国際経営学会	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成 4 年 5 月	 横浜企業経理研究会	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成 4 年 7 月	 横浜市中央卸売市場財務検査委員会	委員	（平成12年3月まで）
平成 5 年10月	 横浜市公益法人等評価基準検討委員会	委員・副委員長	（平成5年10月まで）
平成 6 年10月	 平塚商工会議所	「商業まちづくり適正化委員会」	（1期目）学術委員	（平成8年	
9月まで）
平成 7 年 8 月	 加茂市滴塾研究会	（国内学会）特別会員	（平成15年7月まで）
平成 8 年10月	 平塚商工会議所	「商業まちづくり適正化委員会」	（2期目）学術委員	（平成10
年9月まで）
平成10年 1 月	 日本会計研究学会	（国内学会）理事会幹事	（平成12年9月まで）
平成10年 4 月	 都市防災研究会	幹事	（平成12年3月まで）




平成11年 4 月	 東京証券取引所上場審査基準研究会	委員	（平成14年3月まで）
平成12年	 企業からの受託研究	企業経営分析	（平成13年まで）
平成12年 1 月	 日本会計研究学会	（国内学会）機関誌編集委員会委員	（平成12年9月まで）
平成12年 4 月	 横浜市中央卸売市場財務検査委員会	委員長	（現在に至る）
平成12年 4 月	 財団法人富丘会広報委員会	委員長	（平成15年3月まで）
平成12年 6 月	 横浜市市場取引委員会	会長	（現在に至る）
平成12年11月	 金融庁・公認会計士第二次試験委員会	試験委員	（平成15年10月まで）
平成13年 4 月	 日本経営管理協会	会員	（現在に至る）
平成14年 4 月	 横浜企業経理研究会	監事	（現在に至る）
平成14年11月	 中小企業診断士第2次試験委員会	口述面接委員	（現在に至る）
平成14年11月	 平塚市特別土地保有税審議会	会長	（平成15年3月まで）
平成15年 5 月	 横浜商工会議所企業経理研究会理事会	幹事	（現在に至る）
平成15年 7 月	 『ちがさき市民大学』のスタッフ・コーディネーター	所長	（平成16年3月まで）
平成16年 3 月	 『ティーチングスタッフによる国際経営用語解説』	の編集・発行	所長	（現在
に至る）
vi　 国際経営論集　No.59　2020
平成16年 3 月	 国際経営フォーラムの企画・開催	所長	（現在に至る）
平成16年10月	 日本経営診断学会	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成17年 4 月	 個人研究	企業会計の構造と論理に関する研究	（現在に至る）
平成17年 4 月	 総合学術研究推進委員会	委員	（現在に至る）
平成18年 4 月	 横浜商工会議所企業経理研究会	幹事会役員	（現在に至る）
平成18年 5 月	 平塚市第2次都市マスタープラン策定検討会議	副会長	（現在に至る）
平成19年 4 月	 公益社団法人全国経理教育協会	（国内学会）会員・監事	（現在に至る）
平成21年12月	 一般社団法人日本経営管理学会	（国内学会）正会員・機関誌編集委員会委員・
理事	（現在に至る）
平成22年 9 月	 日本港湾経済学会	（国内学会）会員	（現在に至る）
平成23年 7 月	 一般社団法人日本経営管理協会	「経営管理黒澤賞」論文審査委員会委員	（現
在に至る）
平成23年 9 月	 日本港湾経済学会	「学会北見賞」論文審査委員会委員	（平成24年8月まで）
平成26年 4 月	 公益社団法人全日本能率連盟	論文審査委員会委員	（現在に至る）
平成26年 9 月	 日本港湾経済学会	（国内学会）理事・機関誌編集委員会員	（平成30年8月まで）
平成30年 4 月	 グローバル会計学会	（国内学会）会員・理事	（現在に至る）
平成30年 9 月	 日本会計研究学会	（国内学会）評議員	（現在に至る）
























5	 企業経営と会計の新展開 共著 昭和62年12月 （同文舘出版）
経営、会計両分野の研究者が、各々の論稿を寄せたもので、執筆者多数。編著は阪本安一、西賢祐。執筆分は第Ⅱ
部会計編「第6章企業会計原則の基礎構造試論」。（218-231頁）













9	 ビジネスキャリア講座・会計原則 単著 平成6年3月 （総合法令）
労働省認定のビジネス・キャリア制度の経理分野における中級コースの基本書として出版された。会計公準、会計原
則およびわが国企業会計原則に関する理論的制度的解説書としての性格をもっている。A5版で、120ページからなる。






































































24	コーポレート・ガバナンスの新展開 共著 平成18年3月 （神奈川大学
国際経営研究所）後藤伸、海老澤栄一、照屋行雄、湯川恵子、大田博樹







27	企業会計の基礎〔第2版〕 単著 平成20年2月 （東京経済情報出版）
28	研究者たちにとっての港湾経済 共著 平成20年3月 （成文堂）
三村眞人、照屋行雄
29	新会計基準を学ぶ　第2巻 共著 平成21年3月 （税務経理協会）
わが国の新企業会計基準についての最新の解説書で、わかり易くかつ具体的な事例処理などを提示してまとめられ
ている。田中弘、照屋行雄
30	新会計基準を学ぶ　第3巻 共著 平成21年5月 （税務経理協会）
わが国の新企業会計基準の最新の解説書。田中弘、照屋行雄
31	現代簿記の原理 単著 平成26年3月 （中央経済社）
複式簿記の基本原理をわかりやすく解説した10章構成の著書。
32	現代簿記の原理　初版第3刷 単著 平成30年4月 （中央経済社）
複式簿記の基本原理をわかりやすく説明した著書。
（学術論文）













































































































































































































36	書評　醍醐　聰著『労使交渉と会計情報』 単著 平成18年4月 産業経理協会
















39	旋律／誇り高い人生 単著 平成21年5月 企業会計44（5），1頁
40	無形資産の会計的性格とその処理 単著 平成21年7月 産業経理69（2），
49-59頁（財団法人
産業経理協会）
41	地方創生の時代をマネジメントする 単著 平成28年1月 経営管理（595），
10-21頁（一般社団法人	
日本経営管理協会）





















1	 沖縄海洋博前後の物価動向調査報告 共著 昭和51年3月 経済企画庁
（財）沖縄経済開発研究所に研究員として在職中にまとめた共同研究の成果。（共同研究につき本人担当部分特定不
可能）。執筆者数7名。共著者は他に、嘉数啓、富川盛武、喜屋武臣市、大城保、国吉永章、大城常夫。
2	 沖縄県畜産物流通近代化調査報告書 共著 昭和51年7月 沖縄県農林水産部
主として第Ⅱ章（7-49頁）及び第Ⅳ章（87-115頁）を担当。執筆者5名。共著者は他に、新城俊雄、安部文彦、喜
屋武臣市、国吉永章。




4	 沖縄地域景気動向調査報告 共著 昭和53年3月 経済企画庁
全国景気動向調査報告の中の四半期別沖縄地域景気動向調査。共研とはいえ、執筆はほぼ全体を本人が担当してい
る。共著者は、他に喜屋武臣市、国吉永章。

























































































































録したものである。照屋の執筆は1 〜 4頁。なお、4 〜 31頁および33 〜 39頁については編集・監訳を担当した。他
に鄭守源、小林好隆、朴尚範、海老澤栄一、後藤伸、林悦子および姜周勲が参加した。
27	経営学部の教育改革 単著 平成13年5月 国際経営フォーラム
（No.13/2001）
神奈川大学経営学部のカリキュラム改革についての共同企画の一環として執筆した。内容は、「経営学部の教育改革」
（127 〜 128頁）と「経営学部カリキュラムの再編成」（129 〜 192頁）よりなる。




























































































































平成 3 年 4 月　 神奈川大学	短期大学部専任講師就任
平成 7 年 4 月　 神奈川大学	短期大学部助教授就任
平成12年 4 月　 神奈川大学	経営学部助教授就任










◦平成28年 3 月	 「アイデア創出と問題解決におけるPBLベースのグループ活動の実証研究」
『商学論纂』57（5・6），251-282頁	 中央大学商学研究会
◦平成29年 3 月	 「初等プログラミング言語教育における学習態度、学習スタイルおよび成
績の関係についての分析」『国際経営論集』53，43-64頁	
神奈川大学国際経営学部
◦平成30年 3 月	 「ICTによる『絆』への影響に関する基礎的研究』（共著）『Project	Paper』	
43，111-168頁	 神奈川大学国際経営研究所
◦平成31年 4 月	 「個人の外部集団活動が組織に与える影響：援助行動を中心として（特集	
情報経営視点の組織市民行動再考）」『日本情報経営学会誌』39（1），68-79	
頁	 日本情報経営学会
